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法制執務研修 事前課題 
 

・皆さんの自治体では、基本構想（総合計画）を策定していると思います。 

以前の基本構想（総合計画）には、地方自治法第２条第４項の規定に基づいて策定 

しますと記述がされていました。平成２３年７月３１日までの地方自治法第２条第４

項は、次の規定です。 

    

  「市町村は、その事務を処理するに当たっては、議会の議決を経てその地域におけ

る総合的かつ計画的な行政運営を図るための基本構想を定め、これに即して行うよ

うにしなければならない。」 ← 平成２３年８月１日にこの規定は削られました。 

 

Ｑ１ 

  皆さんの自治体では、何の条例に基づいて基本構想を策定することにしたのでしょ

うか？調べてみてください（組合関係の方は、関係する自治体で調べてください。）。 

 

 

 Ｑ２ 

  何の条例に規定してあったかわかりましたか？では、なぜ規則や要綱ではなく条例

で定めてあるのかを考えてみてください。 

 

 

 Ｑ３ 

  では、地方自治法第２条第４項の規定が、なぜ削られたかを考えてみてください。 

 

 

 ・以上が事前課題です。先輩（同期、後輩？）に相談して、回答していただいても良

いですよ。回答も「こうじゃないかな～？」レベルの回答で結構です。９月４日の研

修初日に使いますので各自持参してください。ご多忙のなかですが、頑張ってくださ

い。 

 

   ○講師からのお願い○ 

  時間がありましたら、総合計画のなかで、皆さんが現在担当している業務が、どの

ように位置づけられているか？どれくらい実行できたか？など再確認してみてくだ

さい。 
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